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Ⅱ 本県の人口減少及び財政状況                                

 ⅰ 本県の人口減少の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 本県の総人口は、戦後増加し、ピークは 1950 年の 135 万人余り。 

・ 1970 年代半ばから増加傾向に転じたが、1990 年代に入ると再び減少に転じ、そ

の傾向が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 年少人口（0-14 歳）は 1945 年の約 52 万人をピークに減少傾向。 

・ 生産年齢人口（15-64 歳）も 1980 年の約 84万人をピークに減少。 

・ 老年人口（65 歳以上）は一貫して増加を続け、1995 年に年少人口を上回る。 
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・ 本県の出生数及び合計特殊出生率は、減少・低下傾向。 

・ 直近の 2021 年では、出生数 5,898 人、合計特殊出生率 1.32 となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 本県では、「15～19 歳」、「20～24 歳」の若い世代の転出超過が多い。 

・ 進学や就職のタイミングで転出しており、若者の県内定着・回帰が 

大きな課題。 

 

 



30 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 東京圏（１都３県）への転出数が最も多く、次いで東北ブロックとなっている。 

・ 東北ブロックへの転出の内訳では、大部分が宮城県への転出となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 大学等への進学者の 72.1％、専修学校等への進学者の 58.5％が県外へ進学。 

・ 就職者については、80％が県内に就職。 

・ 高等学校の卒業生全体としては、半数以上が県外へ転出している。 
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・ 1985 年から 2015 年の 30 年間では、総人口が約１割減少。 

・ 2015 年から 2045 年の 30 年間では、総人口が約３割減少すると推計 

されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 各地域とも減少するが、地域別の割合では、村山地域が上昇し、 

他の地域は低下していくと推計。 

・ 市部・町村部では、町村部の割合が低下。 
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・ 合計特殊出生率や社会増減が改善した場合（パターン A～C）、 

2060 年における本県の人口は、71～77 万人程度になると推計。 

・ 一方、合計特殊出生率等について現状の傾向が継続した場合 

（パターン D）は、50万人程度まで減少すると推計。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 自然体では＜社人研推計＞に近づいていくこととなるため、現状では、 

＜将来展望＞を目指し、様々な施策を実施。 
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 ⅱ 山形県財政の中期展望（令和４年２月）より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


